
第１ 調査結果の概要 
 ※文中の各用語については、【用語の解説】を参照してください。 
 
１ 農林業経営体 
  農林業経営体数（統計表「I-１-農林業経営体数」参照） 
  平成 27 年２月１日現在の農林業経営体数は 18,860 経営体で、５年前の調査時（以下、「前回」

という。）に比べ 3,961 経営体（△17.4％）減少した。 
  このうち、農業経営体数は 18,381 経営体、林業経営体数は 1,802 経営体で、前回に比べそれ

ぞれ 3,654 経営体（△16.6％）、882 経営体（△32.9％）減少した。 
 

単位：経営体

農林業
経営体

農業経営体 林業経営体

平成27年 18,860 18,381 1,802

平成22年 22,821 22,035 2,684

増減率（％）
（平.27/22）

△ 17.4 △ 16.6 △ 32.9

表１　農林業経営体数の推移
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 注： 農業経営と林業経営を併せて営んでいる経営体は、農業経営体と林業経営体にそれぞれ含まれるため、農業経営

体数と林業経営体数の合計と農林業経営体数は一致しない。 

 
２ 農業経営体 
（１）組織形態別経営体数（統計表「I-２-ア-組織形態別経営体数」参照） 

農業経営体を組織形態別にみると、法人化している経営体は 299 経営体で、前回に比べ 91
経営体（43.8％）増加した。 
このうち、農事組合法人については 89 経営体、会社については 119 経営体で、前回に比べ

それぞれ 49 経営体（122.5％）、42 経営体（54.5％）増加した。 



表２　組織形態別農業経営体数の推移

単位：経営体

うち、
農事組合法人

うち、会社
うち、

個人経営体

平成27年 18,381 299 89 119 18,082 17,919

平成22年 22,035 208 40 77 21,827 21,590

増減率（％）
（平. 27/22）

△ 16.6 43.8 122.5 54.5 △ 17.2 △ 17.0

法人化
していない

区 分 計
法人化

している

 
 

（２）農産物販売金額規模別経営体数（統計表「I-２-ア-農産物販売金額規模別経営体数」参照） 
   農業経営体を農産物販売金額規模別にみると、1 億円以上の各階層で増加した。一方、1 億

円未満の各階層では減少した。 

表３　農産物販売金額規模別経営体数の推移
単位：経営体

区 分 計 販売なし
50万円
未満

50～100 100～500
500～
1,000

1,000～
3,000

3,000～
5,000

5,000～
１億

１億円
以上

平成27年 18,381 1,520 9,512 2,487 3,303 764 591 98 54 52

平成22年 22,035 2,173 10,009 3,721 4,374 932 624 104 57 41

増減率（％）
（平. 27/22）

△16.6 △30.1 △5.0 △33.2 △24.5 △18.0 △5.3 △5.8 △5.3 26.8

構成比(％)

平成27年 100.0 8.3 51.7 13.5 18.0 4.2 3.2 0.5 0.3 0.3

平成22年 100.0 9.9 45.4 16.9 19.9 4.2 2.8 0.5 0.3 0.2  

△ 5.0

△ 33.2

△ 24.5
△ 18.0

△ 5.3 △ 5.8 △ 5.3
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図２ 農産物販売金額規模別農業経営体数の増減率

 
（３）経営耕地面積規模別経営体数(統計表「I-２-イ-経営耕地面積規模別経営体数」参照） 

農業経営体を経営耕地面積規模別にみると、3.0ha 以上の各階層で増加した。一方、3.0ha
未満の階層では減少した。 
また、１経営体当たりの平均経営耕地面積は 1.36ha で、前回に比べ 0.15ha（12.4％）増加

した。 



表４　経営耕地面積規模別経営体数の推移
単位：経営体

区 分 計
経営耕

地
なし

0.3ha
未満

0.3～
1.0

1.0～
2.0

2.0～
3.0

3.0～
5.0

5.0～
10.0

10.0～
20.0

20.0～
30.0

30.0ha
以上

１経営体当

たり経営耕

地面積

(ha)(※)

平成27年 18,381 215 218 11,585 4,334 921 556 308 172 43 29 1.36

平成22年 22,035 283 282 14,151 5,262 1,043 537 294 128 37 18 1.21

増減率（％）
（平. 27/22）

△16.6 △24.0 △22.7 △18.1 △17.6 △11.7 3.5 4.8 34.4 16.2 61.1 12.4

構成比(％)

平成27年 100.0 1.2 1.2 63.0 23.6 5.0 3.0 1.7 0.9 0.2 0.2 …

平成22年 100.0 1.3 1.3 64.2 23.9 4.7 2.4 1.3 0.6 0.2 0.1 …

※経営耕地総面積÷経営耕地のある経営体数（表５参照）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（４）経営耕地面積の状況（統計表「I-２-イ-経営耕地の状況、借入耕地のある経営体数と借入耕

地面積」参照） 

   農業経営体の経営耕地総面積は 24,683ha となり、前回に比べ 1,685ha（△6.4％）減少した。 
   また、農業経営体の経営耕地面積のうち借入耕地面積は 9,309ha となり、前回に比べ 843ha

（10.0％）の増加となった。 

表５　農業経営体の経営耕地面積の推移
単位：経営体，ha

田のある
経営体数

面積計
畑のある
経営体数

面積計
樹園地
のある

経営体数
面積計

借入耕地
のある

経営体数
面積計

平成27年 18,166 24,683 17,027 17,352 11,599 5,998 3,557 1,333 6,380 9,309

平成22年 21,752 26,368 20,501 18,032 15,246 6,686 4,477 1,650 7,253 8,466

増減率（％）
（平. 27/22）

△16.5 △6.4 △16.9 △3.8 △23.9 △10.3 △20.5 △19.2 △12.0 10.0

樹園地 うち借入耕地
経営耕地
のある

経営体数
区分

経営耕地
総面積

田 畑
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図４ 農業経営体の経営耕地面積の状況
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図３ 経営耕地面積規模別経営体数の増減率



（５）農業生産関連事業への取組状況（統計表「I-２-ア-農業生産関連事業を行っている経営体 

の事業種類別経営体数」参照） 

   農業経営体が取り組む農業生産関連事業（６次産業化）の状況についてみると、農産物の加

工に取り組む農業経営体は 262 経営体となり、前回に比べ 90 経営体（△25.6％）減少した。 
   また、レジャー型の事業に取り組む農業経営体数は、観光農園が 72 経営体、貸農園・体験

農園等が 16 経営体で、前回に比べそれぞれ 24 経営体（△25.0％）、18 経営体（△52.9％）減

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）農産物の出荷先別経営体数（統計表「I-２-ア-農産物出荷先別経営体数」参照） 

   農産物の出荷先別に農業経営体数をみると、最も多いのが「農協」で 14,780 経営体、次い

で「消費者に直接販売」が 2,438 経営体であった。 

また、前回と比べ、「農協」、「農協以外の集出荷団体」、「卸売市場」、「消費者に直接販売」

は減少した。一方、「小売業者」、「食品製造業・外食産業」は増加した。 

 

表６　農産物出荷先別農業経営体数の推移
単位：経営体

インター
ネットによ

る販売

平成27年 18,381 1,520 16,861 14,780 1,251 1,586 660 255 2,438 89 955

平成22年 22,035 2,173 19,862 17,701 1,512 1,805 609 158 2,694 40 498

増減率（％）
（平. 27/22）

△16.6 △30.1 △15.1 △16.5 △17.3 △12.1 8.4 61.4 △9.5 122.5 91.8
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図５ 農業生産関連事業への取組状況
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図６ 農業経営体の農産物の出荷先の状況



３ 林業経営体 

  保有山林面積規模別林業経営体数（統計表「I-４-イ-保有山林面積規模別経営体数と面積」

参照） 

林業経営体を保有山林面積規模別にみると、100ha～500ha 未満の階層は増加したが、それ以

外の各階層は前回に比べ減少した。 

表７　保有山林面積規模別林業経営体数の推移

単位：経営体

区分 計
５ha未満
（注）

５～10 10～20 20～30 30～50 50～100
100～
500

500ha
以上

平成27年 1,802 593 547 345 112 82 63 54 6

平成22年 2,684 973 781 506 163 109 95 50 7

増減率（％）
（平. 27/22）

△ 32.9 △ 39.1 △ 30.0 △ 31.8 △ 31.3 △ 24.8 △ 33.7 8.0 △ 14.3

（注）保有山林なしを含む。  
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図７ 保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合
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４ 総農家数及び土地持ち非農家数（統計表「Ⅲ-総農家数」参照） 

総農家数は 27,713 戸で、前回に比べ 4,240 戸（△13.3％）減少した。 
このうち、販売農家、自給的農家ともに前回に比べ減少した。 
 

表８　農家数の推移

単位：戸

販売農家数 自給的農家数

平成27年 27,713 17,846 9,867 11,771

平成22年 31,953 21,474 10,479 11,550

増減率（％）
（平. 27/22）

△ 13.3 △ 16.9 △ 5.8 1.9

総農家数
土地持ち
非農家数

区分
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５ 販売農家 

（１）主副業別農家数（統計表「Ⅲ-主副業別農家数（販売農家）」参照） 

販売農家を主副業別にみると、主業農家は 2,353 戸、準主業農家は 3,981 戸、副業的農家は

11,512 戸で、前回に比べすべて減少した。 
この結果、販売農家数に占める構成割合は、主業農家が 13.2％（前回比△1.1 ポイント）、

準主業農家が 22.3％（同△5.2 ポイント）、副業的農家が 64.5％（同+6.4 ポイント）となった。 
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図８ 主副業別農家数の構成
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（２）専兼業別農家数（統計表「Ⅲ-専兼業別農家数（販売農家）」参照） 

   販売農家を専兼業別にみると、専業農家は 4,656 戸で、前回に比べ 87 戸（1.9％）の増加と

なった一方、第１種兼業農家は 1,675 戸、第２種兼業農家は 11,515 戸でそれぞれ 853 戸（△

33.7％）、2,862 戸（△19.9％）の減少となった。 
この結果、販売農家数に占める構成割合は、専業農家が 26.1％（前回比+4.8 ポイント）、第

１種兼業農家が 9.4％（同△2.4 ポイント）、第２種兼業農家が 64.5％（同△2.5 ポイント）と

なった。 
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図９ 専兼業別農家数の構成
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（３）農業就業人口等（統計表「Ⅲ-年齢別の農業就業人口（自営農業に主として従事した世帯員数） 

（販売農家）、平均年齢（販売農家）」参照） 

販売農家の農業就業人口は 26,126 人で、前回に比べ 7,307 人（△21.9％）減少した。 
また、農業就業人口の平均年齢は 69.7 歳となり、前回に比べ 1.4 歳の上昇となった。 
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図10 農業就業人口の推移
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６ 耕作放棄地（統計表「Ⅲ-耕地及び耕作放棄地を 5アール以上所有している世帯数と面積（農家 

世帯を除く）」参照） 

農家及び土地持ち非農家の耕作放棄地面積は 3,832ha となり、前回に比べて 216ha（6.0％）

増加した。 
そのうち、販売農家は 1,410ha で前回に比べ 32ha（2.3％）の増加、自給的農家は 893ha で

前回に比べ 10ha（1.1％）の増加、土地持ち非農家は 1,529ha で前回に比べ 173ha（12.8％）の

増加となった。 
 

1,378 1,410

883 893

1,356 1,529

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成22年 平成27年

（ha）
図11 耕作放棄地面積の推移
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